
１　予算の概要

　令和４年度一般会計予算の総額は、前年度当初予算に比べ4.2％減（32億8,600万円減）の

750億1,300万円となっている。

　歳入について、市税では、固定資産税や法人市民税の増などにより前年度当初比で3.2％

の増、地方消費税交付金は16.8％の増、地方交付税は6.3％の増、地方特例交付金は64.5％

の減、国庫支出金は美里市営住宅建替事業（地域居住機能再生推進事業）や沖縄アリーナ推

進事業（再編推進事業補助金）の増により7.3％の増、県支出金は沖縄こどもの国整備事業

（沖縄振興交付金）や泡瀬市営住宅建替事業（公共投資交付金）の減により17.4％の減、繰

入金は財政調整基金繰入金が3.0％の減、公共施設等整備基金繰入金が23.8％の減、市債は

65.8％の減となっている。

　歳出について、総務費では、庁舎維持管理費や市議会議員及び市長選挙費の増により約1

億8,329万円の増（3.1％増）、民生費では、沖縄こどもの国整備事業が皆減となった一方、

沖縄こどもの国運営費や教育・保育給付費の増により7億2,093万円の増（1.8％増）、衛生

費では、新型コロナウイルスワクチン接種事業の減により約1億2,066万円の減（2.5％

減）、農林水産費では、農業施設整備事業の減により約1億3,092万円の減（27.5％減）、商

工費では、プレミアム付商品券事業（新型コロナ感染症緊急対策）や企業誘致推進事業が増

となった一方、沖縄アリーナ推進事業の減により約4,493万円の減（0.9％減）、土木費で

は、泡瀬市営住宅建替事業が減となった一方、美里市営住宅建替事業の増により約2,497万

円の増（0.4％増）、消防費では、消防車両購入事業の減により約3,662万円の減（3.1％

減）、教育費では、第２調理場改築事業や越来小学校校舎新増改築事業の減により約38億

4,266万円の減（35.8％減）となっている。



２　歳入予算の一覧
（単位：千円）

予算の説明
令和4年度

予算額
構成比
（％）

対前年度
増減額

増減率
（％）

令和3年度
予算額

1 市税
市民の皆さまに納めていただく税金です。市民税や法
人税、固定資産税などがあります。

15,640,463 20.9 484,722 3.2 15,155,741

2 地方譲与税
国の徴収する国税の一部が、一定の配分基準に従い
都道府県や市町村に譲与されるものです。

266,344 0.4 5,482 2.1 260,862

3 利子割交付金
預貯金の利子等に課税される県民税利子割のうち、約
3/5が市町村に交付されるものです。

5,789 0.0 △ 647 △ 10.1 6,436

4 配当割交付金
株式の配当等に課税される県民税配当割のうち、約
3/5が市町村に交付されるものです。

19,920 0.0 △ 2,120 △ 9.6 22,040

5
株式等譲渡所
得割交付金

株式等の譲渡益に課税される県民税株式等譲渡所得
割のうち、約3/5が市町村に交付されるものです。

18,908 0.0 △ 810 △ 4.1 19,718

6
法人事業税交
付金

県税の法人事業税のうち、7.7/100が市町村に交付さ
れるものです。

158,546 0.2 72,880 85.1 85,666

7
地方消費税交
付金

消費税率10％の内訳は消費税（国税）が7.8％、地方消
費税（都道府県税）が2.2％となっており、県税である地
方消費税のうち、1/2が市町村に交付されるものです。

2,920,261 3.9 419,186 16.8 2,501,075

8
環境性能割交
付金

県税である自動車税環境性能割のうち、約43/100が
市町村に交付されるものです。

21,502 0.0 1,036 5.1 20,466

9
国有提供施設
等所在市町村
助成交付金

米軍や自衛隊に使用させている国有資産等が所在す
る市町村に国から交付されるものです。 1,387,950 1.9 △ 7,630 △ 0.5 1,395,580

10
地方特例交付
金

国の景気対策等による恒久的減税で地方負担が生じ
た場合に、地方税の減収額を補填するため、国から交
付されるものです。

55,100 0.1 △ 100,296 △ 64.5 155,396

11 地方交付税
全国一律の行政サービスを一定水準で提供できるよう
地方公共団体の財源を調整・保障するため、国から都
道府県及び市町村に交付されるものです。

11,379,357 15.2 678,493 6.3 10,700,864

12
交通安全対策
特別交付金

道路交通法の反則金から定められた経費を控除した
額が、市町村に交付されるものです。

18,705 0.0 △ 336 △ 1.8 19,041

13
分担金及び負
担金

市が実施する特定の事業によって利益を受ける者か
ら、経費の全部または一部を徴収するものです。主な
ものに保育料などがあります。

398,439 0.5 20,714 5.5 377,725

14
使用料及び手
数料

市営住宅など公共施設を利用した受益者に負担しても
らうのが使用料で、各種証明書の発行など役務に対し
て負担してもらうのが手数料です。

785,151 1.0 7,641 1.0 777,510

15 国庫支出金

市の事業に対して国から交付される補助金などをいい
ます。国庫支出金は、国庫負担金（児童手当など）、国
庫補助金（道路事業など）、国庫委託金（国民年金事務
交付金など）に分類されます。

25,644,425 34.2 1,755,269 7.3 23,889,156

16 県支出金
県が特定の事務事業に要する経費の財源として市町
村に交付するものです。国庫支出金と同様に、負担
金、補助金、委託金に分類されます。

7,602,320 10.1 △ 1,605,573 △ 17.4 9,207,893

17 財産収入
市が所有する財産の運用で生じた収入です。（ただし、
公共施設等の使用料は除きます。）地料や基金利子収
入などがあります。

1,301,602 1.7 22,440 1.8 1,279,162

18 寄付金 市民の方々や団体などからの寄附金です。 127,056 0.2 64,341 102.6 62,715

19 繰入金
基金からの基金繰入金や特別会計の剰余金の全部ま
たは一部を一般会計の財源に充てる特別会計繰入金
などをいいます。

4,263,256 5.7 △ 269,978 △ 6.0 4,533,234

20 繰越金 前年度の剰余金です。 1 0.0 0 - 1

21 諸収入
他の予算科目には組み入れられない収入をまとめたも
のです。延滞金や預金利子などがあります。

475,367 0.6 27,129 6.1 448,238

22 市債
市の借金です。公共施設整備など臨時的に多額の費
用な必要なときや、将来の収益によって返済するほう
が公平な場合などに財源とします。

2,522,538 3.4 △ 4,857,943 △ 65.8 7,380,481

75,013,000 100.0 △ 3,286,000 △ 4.2 78,299,000

区　　分

合　　計



３  歳出予算の一覧

（１）目的別
（単位：千円）

予算の説明
令和5年度

予算額
構成比
（％）

対前年度
増減額

増減率
（％）

令和4年度
予算額

1 議会費
議会を運営するための費用です。議員報酬
や会議録作成にかかる経費などがありま
す。

406,219 0.6 12,217 3.1 394,002

2 総務費
人事、企画、財政、徴税、戸籍、統計や選挙
など、他部門に分類されない事業に要する
経費です。

6,079,284 8.1 △ 77,239 △ 1.3 6,156,523

3 民生費

障がい者福祉、児童福祉、高齢者福祉、生
活保護、福祉医療、国民年金などの事業に
要する経費です。国民健康保険事業特別会
計や介護保険事業特別会計、後期高齢者
医療事業特別会計への支出も含まれます。

41,530,237 56.3 590,817 1.4 40,939,420

4 衛生費
健康対策、母子保健、廃棄物処理、公害対
策などの事業に要する経費です。

4,818,119 6.5 127,913 2.7 4,690,206

5 労働費
労働者福祉の事業に要する経費です。中小
企業勤労者等支援事業や就労等支援事業
等があります。

122,476 0.2 31,384 34.5 91,092

6
農林水産業
費

農業・畜産業・林業・水産業の育成等や振
興対策、都市農業の推進、農業基盤整備等
に要する経費です。

422,092 0.6 77,126 22.4 344,966

7 商工費

商工業の育成振興対策や、中小企業の助
成等に要する商工振興費、観光事業の振興
等や、沖縄全島エイサーまつりの開催に要
する経費などの観光振興費があります。

2,107,571 2.9 △ 2,974,893 △ 58.5 5,082,464

8 土木費
道路の維持、新設、改良事業等や公園整備
事業、市営住宅の維持管理費などもありま
す。

5,406,370 7.3 △ 275,928 △ 4.9 5,682,298

9 消防費
火災、風水害、地震、消防団活動、消防防
災対策などの事業に要する経費です。

1,172,386 1.6 23,437 2.0 1,148,949

10 教育費
小中学校の義務教育にかかる経費、幼稚園
費、社会教育費、保健体育費等の教育関係
の経費です。

8,034,527 10.9 1,142,979 16.6 6,891,548

11 災害復旧費
公共土木災害、農林土木災害等の事業に
要する経費です。

4 0.0 0 - 4

12 公債費
市債の元金・利子や一時借入金の利子を支
払うための経費です。

3,545,714 4.8 114,187 3.3 3,431,527

13 諸支出金
行政目的を有しない経費のみを計上する科
目です。

1 0.0 0 - 1

14 予備費

緊急を要する場合などに、予算外の支出ま
たは予算超過の支出に充てるための経費で
す。ただし、議会が否決した使途に充てるこ
とは禁止されています。

160,000 0.2 0 - 160,000

73,805,000 100.0 △ 1,208,000 △ 1.6 75,013,000

区　　分

合　　計



３  歳出予算の一覧

（２）性質別
（単位：千円）

予算の説明
令和4年度

予算額
構成比
（％）

対前年度
増減額

増減率
（％）

令和3年度
予算額

1 人件費
市職員及び会計年度任用職員の給与や議
員報酬、退職金などです。

10,062,688 13.4 213,130 2.2 9,849,558

2 物件費
旅費、需要費、役務費、委託料、使用料及
び賃借料などの経費です。

9,998,538 13.3 547,862 5.8 9,450,676

3 維持補修費
市が管理する公共用施設の効用を維持す
るための経費です。

387,185 0.5 101,423 35.5 285,762

4 扶助費
社会福祉制度の一環として生活困窮者、高
齢者、児童、心身障がい者等に対して行っ
ている様々な支援に要する経費です。

30,919,743 41.2 1,062,657 3.6 29,857,086

5 補助費等
各種団体に対する助成金や一部事務組合
への負担金などの経費です。

4,952,024 6.6 126,496 2.6 4,825,528

6
普通建設事
業費

道路の新設や施設の増改築・新設などの建
設事業に要する経費です。

9,243,277 12.3 △ 5,404,899 △ 36.9 14,648,176

7
災害復旧事
業費

降雨、暴風、地震などの災害により被災した
施設を復旧するための経費です。

4 0.0 0 - 4

8
失業対策事
業費

多数の失業者の発生に対処して、臨時的に
就業の機会を与えるために行う事業に係る
経費です。

0 0.0 0 - 0

9 公債費
市債の元金・利子や一時借入金の利子を支
払うための経費です。

3,431,527 4.6 △ 28,252 △ 0.8 3,459,779

10 積立金
財政運営を計画的にするため、または財源
に余裕がある場合に、年度間の財源変動に
備えて積み立てる経費です。

784,269 1.1 75,318 10.6 708,951

11
投資及び出
資金

公益上必要性の高い会社の株式の取得な
どに要する経費です。このほか、財団法人
設立の際の出捐金や、開発公社などへの出
資も該当します。

0 0.0 0 - 0

12 貸付金
地方公共団体が民間等に対し、必要な資金
の貸付けを行う事業に係る経費です。

10,177 0.0 0 - 10,177

13 繰出金
一般会計、特別会計及び基金の間で、相互
に資金運用をするための経費です。

5,063,568 6.8 20,265 0.4 5,043,303

14 予備費

緊急を要する場合などに、予算外の支出ま
たは予算超過の支出に充てるための経費で
す。ただし、議会が否決した使途に充てるこ
とは禁止されています。

160,000 0.2 0 - 160,000

75,013,000 100.0 △ 3,286,000 △ 4.2 78,299,000

区　　分

合　　計



４  各会計の予算額

（単位：千円）

会計 令和4年度当初予算額

一般会計 75,013,000

土地区画整理事業特別会計 230,912

国民健康保険事業特別会計 16,512,883

介護保険事業特別会計 10,439,940

後期高齢者医療事業特別会計 1,480,090

水道事業会計 4,463,270

下水道事業会計 4,696,287

合計 112,836,382


